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第５章 

 

女性候補者の存在は女性有権者の投票参加を促すか 

―政令指定都市パネルデータに基づく実証分析― 

 

戸谷 はるか 

 

 

要約 

 

本稿では、地方議会選挙における女性の候補者の割合と、その議員が出馬した選挙区にお

ける女性有権者の投票率の関連について考察する。先行研究に基づくと、日本ではそもそも

女性議員・候補者と女性の投票率の関連を統計分析した事例が少なく、女性政治家の効果に

関する検証が乏しい。海外においても、研究対象国によって分析結果が異なり、一貫性に欠

ける。本稿では、日本の政令指定都市における統一地方選挙の過去 5 回分のデータを用い

たパネルデータを構築した上で、選挙区レベルでの女性候補者と女性投票率の関連を検証

した。分析結果からは、女性の候補者と有権者全体の投票率に正の相関が見られた。しかし、

女性候補者・女性議員割合が、女性の投票率のみを高めるという統計的に有意な結果は見ら

れなかった。地方議会選挙における女性の出馬は、男女問わず有権者の政治的な関心を高め、

全体としての投票参加を促す可能性を示唆する。このことは、国民の政治的関心を向上させ

るという観点から、女性の立候補の促進に大きな政策的意義を認めるものと考えられる。 

 

 

１．はじめに 

 

近年、女性就業者の増加や要職での女性の起用増加など、女性の社会進出はあらゆる分野

で進んでいる。政治分野においても、今年の 4 月に行われた統一地方選挙では女性の当選

者の割合が過去最高を記録した (堀内 2023)。しかし、政治分野における女性の参画は、世

界的に見るとその他先進国から大きく遅れをとっている。世界経済フォーラム主催の「ジェ

ンダーギャップ指数 2023」によると、政治分野において日本は 146 カ国中 138 位であり、

昨年の 139 位から改善が見られない1。特に政治分野の小項目 3 つ2のうちの 1 つ、国会議

員 (衆議院議員) の男女比は 131 位と 3 項目の中で最も低かった。実際に、現在の衆議院議

員における女性の割合は、令和 5 年 4 月時点で 10%、参議院でも 26%と、有権者のうちの

 
1 https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2023.pdf (2023 年 11 月 5 日)。 
2 政治分野の小項目として、「国会議員の男女比」「閣僚の男女比」「過去 50 年の首相の男

女比」の 3 つがある。 
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57%を女性が占めている社会の縮図になっていない3。地方議会レベルでも女性の割合は、

都道府県議会で 11.8%、市区町村議会では 15.4%であり、令和 3 年 12 月時点で女性議員が

1 人もいない都道府県議会はないものの、市区町村議会では未だ 15.8%も存在しているとい

う4。 

また、一方では、有権者の投票率の低下―すなわち政治参加の遅れも問題になっている。

表 2 は、統一地方選挙の男女別投票率の推移を示したものであるが、都道府県議会議員、市

区町村議会議員を選ぶどちらの選挙の投票率も年々低下しており、2011 年を境に 50%を下

回っている。候補者・有権者の両方のレベルで女性の政治参加が遅れていることは、女性の

声が政治に反映されにくいなど、政治的代表の観点から大きな課題である5。したがって、

本稿は、この二つの問題を結びつけて考える。具体的には、女性の候補者が存在することが、

有権者の投票参加、特に女性の投票率を引き上げる要因になるのかを考察していく。 

 

表１ 地方議会における女性比率の推移 

 

出典：男女共同参画局公表データより著者作成6。 

 

 
3 https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-nwec/pdf/wg_01.pdf (2023 年 11 月 5 日)。 
4 https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/sankakujokyo/2022/pdf/1-2-a-1.pdf (2023 年

11 月 17 日)。 
5 しかし、先行研究では、女性比率を向上させることが女性の利益など女性の代表として

の機能を果たすとは限らず、ただ単に女性を増やせば良いというわけでもないとも指摘さ

れている (三浦・衛藤 2014)。 
6 https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/sankakujokyo/2022/pdf/1-2-a-1.pdf (2023 年

11 月 17 日)。 
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表２ 地方議会における男女別投票率の推移 

 

出典：総務省選挙部公表データより著者作成7。 

 

実際、既存研究では、女性の記述的代表8と女性の政治参加の関連が議論されている。日

本では、女性の首長の存在が、その地域の審議委員議員や自治会長の女性比率と正の相関が

あることが示唆されているが (安部 2022)、インドでも女性の地方議会への当選が一般的な

女性の政治参加を後押しするとの結果が示されている (Beaman et al. 2009)。しかし、ア

メリカでは、女性が公職につくことによる、女性の投票率への影響はないとされる 

(Broockman 2014) など、その結果はまちまちである。 

以上のように、女性の記述的代表と女性の投票率との関係については様々な研究が行わ

れているが、日本を事例とした研究は数が少ない。ジェンダーギャップ指数に示される通り、

先進国の中でも女性の社会進出が進んでいない日本では、女性の記述的代表の影響は大き

いのだろうか。本稿では、政令指定都市の行政区別の選挙結果データを用いて、女性候補者

の出馬が女性投票率に与える効果を検証した。分析結果からは、女性候補者が多い行政区で

あるほど、その行政区の全体の投票率が統計的に有意に高まる傾向が示された。一方で、女

性の出馬の増加が、女性の投票率だけを引き上げる効果は見られなかった。女性の出馬を促

すことは、住民の政治関心や政治参加を高める意味で、投票啓発としても意義深いものであ

ると考えられる。 

 

 

２．先行研究 

 
7 https://www.soumu.go.jp/main_content/000786840.pdf (2023 年 11 月 17 日)。 
8 女性が政治参加をする意義として、実際の社会の構図を反映するように政治機関の女性

議員の割合も増やしていくべきという考え方である。 
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 女性の記述的代表が与える影響については、主に海外で研究が多くなされている。世界価

値観調査と国レベルの追加変数を用いて、内閣に占める女性の割合がその国の女性の政治

参加に与える影響を検証した研究では、内閣における女性の割合が高いほど、投票など比較

的コストのかからない政治的活動から、請願書への署名、平和的デモまで、幅広い政治的な

参加を増加させることがわかった (Liu and Banaszak 2016)。また、先述した通り、インド

では、地方や地域の政治団体に女性が選出されることでその他女性の投票率や立候補意欲

を向上させるという研究も存在する (Beaman et al. 2009)。 

 一方で、そのような女性の記述的代表の影響を否定する研究も見られる。アメリカで

3,813 の州議会選挙のデータを用いて、女性候補者の当選が他の女性の政治参加に与える影

響を検証した論文では、それらに因果関係がないと結論づけられている (Broockman 2004)。 

このような結果の相違については、女性の活躍が少ないインドでは、女性が政治的ポジショ

ンにつくことには大きな影響があるが、女性が政治的要職につき、その存在を国民が十分に

知っているアメリカにおいてはそうした象徴的な影響が少ないのではないかと説明がなさ

れている。 

 しかし、同じアメリカにおける研究でも、女性国会議員が多い場所では、特に思春期の女

性が政治について友人と議論し、大人になっても政治に参加する意向を持つ可能性が高い

ことを示す研究もある (Wolbrecht and Campbell 2007)。また、女性の政治意識を向上させ

るには、議員の数ではなく、メディアでの注目が重要であるという指摘もある (Campbell 

and Wolbrecht 2006) など、結論はまちまちである。 

 このように、海外を中心に、女性が政治的地位に就くことによる女性の政治参加への影響

については様々な研究が進められてきている。しかし、その結果は国の政治体制や女性活躍

の進度に依拠する部分が多く、日本に応用できるとは言い難い。日本国内において、女性の

記述的代表は女性の政治参加にどのような影響を与えているのだろうか。 

 

 

３．理論仮説 

 

 女性の記述的代表はなぜ女性の投票率を増加させるのか。その理論的メカニズムとして

は以下のものが考えられる。 

 第一に、女性議員の存在が象徴的な意味を持ち、女性の選挙への参加意欲を高める可能性

がある。インドでは、地方や地域の政治団体に女性が選出されることでその他女性の投票率

や立候補意欲を意欲が向上し (Beaman et al. 2009)、アメリカでは内閣において、女性議

員が占める割合が大きいほど、特に若い世代において女性が友人と政治について議論する

機会が増加し、政治活動への参加も増える (Wolbrecht and Campbell 2007) など、海外を

調査対象にした論文の多くが女性議員のロールモデル効果を支持している。 
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 第二に、女性が自身の出馬する選挙区の女性を支援者として動員することで、女性投票率

を向上させるメカニズムが考えられる。アメリカの民主党、共和党女性議員を対象にした調

査では、両党の女性議員は、男性議員に比べ、議会外の女性団体から選挙活動の支援を受け

る傾向が高いことが判明した9。また、両党の女性議員が議会内外でも女性コミュニティと

の関係を重要視し、ほとんどの女性議員が最低一つの女性団体に所属しているという。その

ように、女性議員が自身の支持基盤として、女性団体との関係を持つことは重要であり、女

性団体のメンバーを通じた一般女性の投票動員につながるのではないかと考えられる。 

 第三に、有権者は同性の候補者を支援しやすく、女性の候補がいることにより、女性の投

票率が上がる可能性がある。特に日本の地方議会選挙で採用されている中選挙区制は、定数

が 2 以上であり、候補者の所属政党以上に候補者個人の属性が投票の要因になりやすいと

される (Carley and Shugart 1995)。その場合、候補者の性別が投票の基準として採用され

ることで、女性が女性の候補者に投票しやすく (Dolan 2008)、女性の候補者の出馬が女性

の投票参加を促す可能性が考えられる。  

 これら三つのメカニズムから、次のような仮説が導出できる。 

 

仮説１ 女性候補者が多い選挙区ほど、女性有権者の投票率が高い。 

 

 

４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

 上記の仮説を検証するために、本稿では、政令指定都市の直近 5 回分の選挙結果―全候

補者 8,462名、862選挙区のデータを用いて分析を行う。統一地方選挙では、2007・2011・

2015・2019・2023 年の 5 回が対象となる。データは、総務省の「地方選挙結果調」や各市

区選挙管理委員会発行の「選挙結果調」及び「選挙の記録」であり、全選挙区の女性候補者

数、全体候補者数、性別、当落などの変数を入手した。そのほか、選挙ドットコム10、朝日

新聞デジタル11から補足的にデータを得た。なお、政令指定都市の中では、静岡市と北九州

市は、統一地方選挙時に議会選挙が行われないが、パネルデータ上は、直後の統一地方選挙

と同一のタイミングで行われたものとみなして、同一の年度ダミーを割り振った。 

 

従属変数 

 
9 https://cawp.rutgers.edu/sites/default/files/resources/stlegpastpresentfuture.pdf (202 

3 年 11 月 17 日)。 
10 https://go2senkyo.com/local (2023 年 11 月 17 日)。 
11 https://www.asahi.com/senkyo/local/2023/koho (2023 年 11 月 17 日)。 
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 従属変数には、全 862 選挙区の女性の投票率と全体の投票率の両方を用いた。 

 

独立変数 

 独立変数には、全 862 選挙区の女性の候補者割合を用いた。女性の候補者割合は各選挙

区の候補者に占める、女性候補の割合を指す。また、女性の候補者割合のみならず、女性の

候補者の有無が女性の投票率に与える影響も検討するため、女性の候補者がいる場合を 1、

そうでない場合を 0 とするダミー変数を作成した。加えて、現職の女性議員の割合が女性

の投票率に与える影響を調べるため、選挙前の各選挙区選出の女性の現職議員割合も計算

した。 

 次に、統制変数については、先行研究に倣い、総人口、高齢化率を投入した。加えて、選

挙の構図の影響を統制するため、全体の投票率や候補者数も統制変数として投入した。総人

口と高齢化率は「国勢調査」のデータを用いた。特に「国勢調査」に基づくデータは、選挙

実施年の直近の調査のデータを採用した。 

 表 3 は、今回の分析で使用するデータの記述統計である。女性投票率並びに全体投票率

に関しては、無投票の選挙区が含まれるため、観測数が他の変数とは異なる。 

 

表３ 記述統計 

 

 

４－２．分析手法 

 

 本稿では、女性候補者の割合と女性の投票率の関連をパネルデータ分析によって推定す

る。具体的には、行政区の固定効果と、選挙年度の固定効果を統制した二方向固定効果モデ

ルを用いて、選挙区や年度の異質性を統制した上で、女性候補者の効果を明らかにする。 
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５．分析結果 

 

５－１．女性候補者割合と女性投票率の関連 

 

 表 4 は、行政区における女性の候補者割合と女性の投票率の関連を推定する固定効果モ

デルの結果をテーブルにまとめたものである。表 4 では、行政区の個体効果を統制した上 

で、全体投票率などの統制変数を投入しないモデルでのみ、女性候補者割合が女性投票率に

統計的に有意に正の関連を持っていた。しかし、統制変数を投入した場合、仮説とは異なり、

全体投票率を一定とすると、女性の候補者割合の係数は負で統計的に有意ではなかった。 

 そこで、表 5 では全体投票率を従属変数として、女性候補者割合との関連を検証した。そ

の結果、女性候補者割合は、行政区の固定効果を統制したモデルでは、統制変数の有無にか

かわらず、全体投票率に 5%水準で有意に正の関連が見られた。 

 以上の分析結果からは、女性の候補者割合の増加は、女性の投票参加だけでなく、有権者

全体の投票参加を促すことが示唆される。 

 

５－２．女性候補者の有無と女性の投票率の関連 

 

 表 6 は、女性候補者の有無と投票率との関連を固定効果モデルで推定したものである。

Model 2 では、全体投票率を統制すると、女性候補者の有無は女性投票率に 10%水準で負            

 

表４ 女性候補者割合と女性の投票率との関連 (固定効果モデル) 
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表５ 女性候補者割合と全体の投票率との関連 (線形回帰モデル) 

 

 

表６ 女性候補者の有無と投票率の関連（線形回帰モデル） 

 

 

の影響があるものの、全体投票率に対しては、やはり 10%水準で統計的に正の影響があっ

た。 

 

５－３．現職女性議員割合と女性の投票率の関連 
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表７ 現職女性議員割合と投票率の関連（線形回帰モデル） 

 

 

 表 7 は、現職の議員に占める女性議員の割合と投票率との関連を同様に固定効果モデル

で推定したものである。表 7 によると、女性投票率、全体投票率のいずれも、現職議員の女

性割合が投票率に与える影響は統計的に有意なものでないという結果になった。 

 現職の議員が象徴的な意味を持ったり、動員努力を行ったりするというよりは、選挙区に

女性の候補者がいるか否かが重要であると考えられる。 

 

 

６．結論 

 

 本稿では、政令指定都市における過去 5 回分の選挙結果に関するデータを用いて、日本

の行政区における女性候補者割合と女性の投票率との関連について検討した。その結果、女

性候補者の割合は、女性の投票率を全体の投票率に比べて押し上げる効果はないものの、全

体の投票率には統計的に有意な正の関連が見られることが明らかになった。また、女性候補

者の有無に関しても、女性候補者が一人以上いる行政区に関しては、全体の投票率の向上が

見られた。女性候補者の存在が、女性の投票率を引き上げるという当初の仮説は否定された

ものの、女性が候補者として立候補することで、男女を問わず、有権者の政治関心を引き上

げ、投票率の向上につながったと考えられる。さらに、現職の女性議員の割合が投票率に与

える影響に関しては、女性投票率、全体投票率のいずれとも統計的に有意な関連は見られな

かった。これは、現代の日本では、女性議員が女性にとってのロールモデルとして象徴的な

意味を持たないためではないかと考えられる。本稿は、行政区レベルにおける女性候補者の
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割合が女性有権者ではなく、有権者全体の投票率を高める可能性があるという点で、意義深

いものだと言えるだろう。投票率の低下が社会問題として問題視される中で、女性の立候補

が市民の政治参加を喚起すると考えられる。理論的解釈にはより詳細な分析が必要になる

が、女性の候補者の存在は、選挙競争を活発化させて、男性・女性双方の選挙に対する関心

を引き起こす可能性があるかもしれない。女性の立候補の障壁を取り除き、女性の立候補を

促進することが、投票率の低下を防ぐという意味でも政策的に重要と言える。 

 そこで最後に、女性の立候補を促進させるための方策について整理する。まず、現在日本

に女性候補者が少ない理由としては、主に 2 点が挙げられる。第一に、女性は男性に比べ政

治的関心が低く、立候補する意欲のある人が少ない傾向にある (増山 2007)。これに対する

説明としては、性別役割分業意識が現在でも存在していることから、政治的リーダーには男

性がよりふさわしいという社会規範が共有されてしまっていることが考えられる。それゆ

え、女性の立候補意欲を削ぐことにつながっているとされる (Fox and Lawless 2005)。第

二に、選挙活動に必要な資源が男性に比べて十分でないことである。性別役割分業意識から

家族などの支援を受けにくいこと (金子 2010) や、男性に比べ学歴が低いなど経済的資源

が不足しやすいこと (増山 2007)、そして家事・育児との両立のため時間的な制約も多い 

(LeBlanc 1999) など多方面での資源の欠如により、女性の立候補が阻まれている。 

 女性の立候補に対して多くのハードルがある中、女性の立候補を促すための方策として、

政党の女性候補者に対する支援の拡充が挙げられる。地方選挙においても、選挙区の人口が

大きい場合、有権者はより政党名を判断材料として投票を行う (松林・上田 2012) ため、

政党の公認や推薦を受け、政党ラベルを獲得することが選挙活動に必要な資源を補填する

重要な要素となる。また、資金面に関しても、政党のサポートが受けられるため、人口の多

い地区では政党所属の女性候補者が誕生しやすい (松林・上田 2012)。実際、自由民主党が

「女性候補者支援制度」や「子育て・介護支援制度」を設けており12、立憲民主党も独自の

女性支援制度を設立する13など、女性の金銭的制約や家事による時間的制限を緩和するため、

支援に動き出している政党も数多い。地方議会ではいかに地方議員の政党化を進めるのか

が女性の候補者の増加にとって重要である。一方、既に政党化している国会においては、政

党に女性の擁立を一定数義務付ける政党クオータ制度の導入が、より本質的な問題解決に

繋がるものと考えられる。 
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